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課 程 専　攻

（類） （類）

国語選修 80 国語コース 80

社会選修 70 社会コース 70

数学選修 65 数学コース 65

理科選修 85 理科コース 85

音楽選修 25 音楽コース 25

美術選修 25 美術コース 25

保健体育選修 40 保健体育コース 40

家庭選修 15 家庭コース 15

英語選修 15 英語コース 15

　現代教育実践コース 75

学校教育選修 20 　学校教育プログラム 20

学校心理選修 20 　学校心理プログラム 20

国際教育選修 15 　国際教育プログラム 15

環境教育選修 20 　環境教育プログラム 20

情報教育選修 20 　 　

ものづくり技術選修 10 ものづくり技術コース 10

幼児教育選修 20 幼児教育コース 20

計 545 545 計 525

国語専攻 20 国語コース 20

社会専攻 25 社会コース 25

数学専攻 25 数学コース 25

理科専攻 45 理科コース 45

音楽専攻 20 音楽コース 20

美術専攻 20 美術コース 20

保健体育専攻 20 保健体育コース 20

家庭専攻 10 家庭コース 10

技術専攻 10 技術コース 10

英語専攻 15 英語コース 15

書道専攻 20 書道コース 20

情報コース 20

計 230 230 計 250

聴覚障害教育専攻

言語障害教育専攻

発達障害教育専攻

学習障害教育専攻

825 825 825 825

特別支援教
育教員養成

課程
（Ｃ類）

特別支援教
育専攻

（Ｃ類）

聴覚障害・言語障害系
コース

養護教育教
員養成課程
（Ｄ類）

養護教育専攻

〇現代的な教育課題等をより共通的に学ぶことができるよう、学校教育、学校心理、国際教育、環境教育の4選修を現代教育実践
コースに統合。学校教育プログラム、学校心理プログラム、国際教育プログラム、環境教育プログラムの募集人員は、現代教育実践
コースの募集人員75名の内数。

募集
人員

発達障害・学習障害系
コース

4040

10

選 修・専 攻

⇒

コース・プログラム

初等教育
教員養成

課程
（Ａ類）

初等教育専
攻

（Ａ類）

中等教育
教員養成

課程
（Ｂ類）

中等教育専
攻

（Ｂ類）

課程
募集
人員

10

教員養成課程　合計 教員養成課程　合計

養護教育専
攻（Ｄ類）

養護教育コース

学校教育
教員養成
課程

令和５年度 東京学芸大学 教員養成課程 組織再編について

入学
定員

825

入学
定員

545

230

40

10

再編後の課程・専攻（類）・コース・プログラム現行の課程（類）・選修・専攻
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学校教育系過去５年の志願倍率等の推移 

 

 

 

学校教育系

志願者数 志願倍率 受験者数 合格者数 入学者数

平成２９年度 3178 3.9 2485 911 882

平成３０年度 2805 3.4 2189 907 868

令和元年度 2820 3.4 2153 895 869

令和２年度 2632 3.2 2012 894 862

令和３年度 2513 3.0 1891 899 863

平均 2790 3.4 2146 901 869

※「平均」は人数については、小数点第１位を四捨五入

　倍率については、小数点第２位を四捨五入
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学校教育系一般選抜による入学者の出身都道府県別分布（H29～R3） 

 

 

 

 

都道府県 Ｈ29 ％ Ｈ30 ％ R1 ％ R2 ％ R3 ％ 合計 ％

北海道・東北 69 8.9% 77 10.1% 80 10.5% 71 9.4% 66 8.7% 363 9.5%
関東 495 63.9% 493 64.9% 476 62.4% 483 64.1% 505 66.9% 2452 64.4%

茨城 31 4.0% 12 1.6% 25 3.3% 28 3.7% 24 3.2% 120 3.2%
栃木 21 2.7% 10 1.3% 12 1.6% 14 1.9% 23 3.0% 80 2.1%
群馬 25 3.2% 22 2.9% 20 2.6% 24 3.2% 18 2.4% 109 2.9%
埼玉 87 11.2% 86 11.3% 89 11.7% 71 9.4% 88 11.7% 421 11.1%
千葉 35 4.5% 20 2.6% 28 3.7% 26 3.4% 23 3.0% 132 3.5%
東京 229 29.5% 272 35.8% 245 32.1% 243 32.2% 263 34.8% 1252 32.9%
神奈川 67 8.6% 71 9.3% 57 7.5% 77 10.2% 66 8.7% 338 8.9%

中部 123 15.9% 107 14.1% 109 14.3% 128 17.0% 115 15.2% 582 15.3%
近畿・中国・四国 52 6.7% 50 6.6% 60 7.9% 32 4.2% 46 6.1% 240 6.3%

九州・沖縄 36 4.6% 33 4.3% 38 5.0% 40 5.3% 23 3.0% 170 4.5%
合計 775 760 763 754 755 3807
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東京都、南関東（東京都、埼玉県、神奈川県、千葉県）及び全国の１８歳人口の推計

2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年 2031年 2032年 2033年
人数 104,018 102,330 100,279 104,524 106,225 106,612 103,893 104,109 103,128 104,071 105,448 107,337
指数 100 98.4 96.4 100.5 102.1 102.5 99.9 100.1 99.1 100.1 101.4 103.2
人数 63,542 62,543 61,198 62,910 62,891 62,148 62,630 61,975 60,121 55,056 59,634 59,117
指数 100 98.4 96.3 99.0 99.0 97.8 98.6 97.5 94.6 86.6 93.8 93.0
人数 77,892 76,186 74,296 76,305 76,977 76,049 77,115 77,158 75,247 75,067 73,487 74,046
指数 100 97.8 95.4 98.0 98.8 97.6 99.0 99.1 96.6 96.4 94.3 95.1
人数 53,904 53,438 51,415 52,978 52,972 52,921 52,796 52,329 51,435 50,470 49,854 50,023
指数 100 99.1 95.4 98.3 98.3 98.2 97.9 97.1 95.4 93.6 92.5 92.8
人数 299,356 294,497 287,188 296,717 299,065 297,730 296,434 295,571 289,931 284,664 288,423 290,523
指数 100 98.4 95.9 99.1 99.9 99.5 99.0 98.7 96.9 95.1 96.3 97.0
人数 1,121,285 1,097,416 1,063,451 1,090,537 1,092,199 1,084,161 1,070,907 1,068,668 1,050,118 1,034,763 1,023,785 1,014,014
指数 100 97.9 94.8 97.3 97.4 96.7 95.5 95.3 93.7 92.3 91.3 90.4

※文部科学省「学校基本調査」を元に推計。
　〇推計方法
　2022年：2019年度調査 中学校及び義務教育学校卒業者数並びに中等教育学校前期課程修了者数
　2023年：2020年度調査 中学校及び義務教育学校卒業者数並びに中等教育学校前期課程修了者数
　2024年：2021年度調査 中学校及び義務教育学校卒業者数並びに中等教育学校前期課程修了者数
　2025年：2021年度調査 中学校及び中等教育学校前期課程の３年生並びに義務教育学校の９学年の数
　2026年：2021年度調査 中学校及び中等教育学校前期課程の２年生並びに義務教育学校の８学年の数
　2027年：2021年度調査 中学校及び中等教育学校前期課程の１年生並びに義務教育学校の７学年の数
　2028年：2021年度調査 小学校及び義務教育学校の６年生の数
　2029年：2021年度調査 小学校及び義務教育学校の５年生の数
　2030年：2021年度調査 小学校及び義務教育学校の４年生の数
　2031年：2021年度調査 小学校及び義務教育学校の３年生の数
　2032年：2021年度調査 小学校及び義務教育学校の２年生の数
　2033年：2021年度調査 小学校及び義務教育学校の１年生の数
　（表の「年」に属する１８歳とは、高等学校を卒業する場合、その年の３月に卒業を迎える高校３年生を指す。）

南関東

全国

東京都

埼玉県

神奈川県

千葉県
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（学校教育系）H27.3卒～R2.3卒教員就職者数と教員就職率  

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 卒業者数 国内教員就職者数 在外教員就職者数 進学者数 保育士就職者数 教員就職率

H27.3 760 433 4 111 10 68.4%

H28.3 774 444 1 111 6 67.7%

H29.3 739 401 7 142 9 69.4%

H30.3 779 407 7 136 9 65.3%

H31.3 841 452 10 131 4 65.4%

R2.3 848 401 15 122 6 57.8%

平均 790 423 7 126 7 65.4%

※教員就職率は、卒業者から進学者・保育士就職者を除き、在学教育施設への教員就職者を含む。
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Ｈ28.3卒～R2.3卒の学校教育系の教員就職先の都道府県分布 
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東京都の児童・生徒数及び退職教員数の推計 

 

表 

  

 
 

グラフ 

 

 

東京都児童・生徒数
公立小学校 公立中学校 計

R2 595,278 230,825 826,103
601,607 236,855 838,462

R4 607,672 240,086 847,758
610,333 242,267 852,600

R6 611,331 243,081 854,412
608,306 244,078 852,384

R8 600,550 245,978 846,528
589,355 250,285 839,640

R10 577,070 254,181 831,251
567,340 254,216 821,556

R12 559,458 250,494 809,952
554,019 243,963 797,982

R14 551,271 237,338 788,609
549,239 231,679 780,918

東京都退職教員数見込（定年退職者数+普通離職者数の計）
公立小学校 公立中学校 計

R2 1,057 849 1,906
1,063 844 1,907

R4 1,101 859 1,960
1,245 825 2,070

R6 1,255 701 1,956
1,231 653 1,884

R8 1,263 562 1,825
1,138 518 1,657

R10 1,089 563 1,652
1,084 568 1,652

R12 1,031 562 1,593
1,033 562 1,595

R14 1,083 569 1,652
1,123 576 1,699

《算定方法》

※1　児童（生徒）数は、令和2年度「公立学校統計調査報告書（学校調査編）」

※2　定年退職者数は、令和2年度「公立学校統計調査報告書（学校調査編）」の第37表「年齢別教員数」から退職年度を特定

※3　定年以外の退職者数加算は、学校種別本務教員数×令和元年度「学校教員統計調査」の全国平均離職率
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東京都公立小中学校教員年齢構成 

 

 

※令和元年度 学校教員統計調査 都道府県別年齢別本務教員数よりグラフ化 

※10 歳間隔での構成割合は、22～29 歳は 20.9％、30～39 歳は 35.3％、40～49 歳は 21.9％、50

歳以上は 22.0％である。 

《退職者数の推計に関して、以下の％は、令和 2 年度の退職者数を 100％（小・中 1,073 人（小：

499、中：574））とした比較値である。》 

(1) 小中学校教員の年齢から推測される退職者数は、令和 6 年度から令和 12 年度までは減少し、

その後は令和 30 年度まで上昇し、ピーク時の退職者数は 157％となる見込みである。 

(2) 学校種別では、小学校の底は令和 12 年度で 87％、その後上昇して令和 14 年度には 112％と

なり、ピークの令和 28 年度に 235％となる。中学校は令和 8 年度が底で 38％、その後は上昇す

るが、ピークの令和 30 年度でも 95％と令和 2 年度を超えることはないと見込まれる。 
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教員需要予測（公立小中学校） 

 

 
 
 

 
 
（算出方法） 
 学校教員統計調査（文科省）の都道府県別年齢別本務教員数から定年退職者数を算出し、普通
離職者数を加え、児童・生徒数の増減と教員一人当たりの児童・生徒数の変化を加味して必要教
員数を算出した。小学校は、R３年度からの 35 人学級化に必要となる教員数を、10 年間で補充し
ていく人事計画により毎年の必要数を加算している。 
 ※１都３県：東京都、埼玉県、神奈川県、千葉県 
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教員需要の動向及び教員に求める資質に関する調査について 

＜調査概要＞ 

都道府県・指定都市教育委員会、大阪府豊能地区教職員人事協議会、 

特別区人事・厚生事務組合 教育委員会を対象に、 

令和３年５月から６月にかけてアンケート調査を実施。回答数は３６。 

＜教育委員会等宛ての依頼文＞ 

東学芸学長室第 1-1号 

令和 3 年 5 月 28 日 

〇〇教育委員会 御中 

東京学芸大学長 

國 分  充 

（公印省略） 

教員需要の動向及び教員に求める資質に関する調査について（依頼） 

拝啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

例年教員採用試験におきましては，大変お世話になっております。 

さて，本学では様々な教育課題に対応できる力を備えた教育者の養成を行うことを目標に、令

和５年度に教育学部の改組を計画しているところです。 

 つきましては，貴教育委員会における今後の教員需要及び教員に求める資質について、別紙様

式により可能な範囲でご記入いただき，６月 18日（金）までにご回答いただけますと幸甚に存じ

ます。 

 回答は同封の返信用封筒にてご返送いただくか，データでご回答いただける場合は回答様式を

以下のＵＲＬに Excel形式で掲載しておりますので，そちらをお使いいただきメールにて担当（〇

〇〇@u-gakugei.ac.jp）宛にお送りくださいますようお願いいたします。 

ご多忙中誠に恐縮ではございますが，ご協力の程よろしくお願い申し上げます。 

敬具 
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＜設問及び回答（抜粋）＞ 

設問１　大学の学部段階での教員養成において、以下の項目はどの程度重要だとお考えですか。

４．とても重要、３．やや重要、２．あまり重要でない、１．ほとんど重要でない　

該当する番号を回答欄に記入願います。

⑦小学校教員免許と中学校教員免許などの複数校種の免許取得

回答

４．とても重要 ３．やや重要 ２．あまり重要でない １．ほとんど重要でない

回答数 27 7 2

割合 75.0% 19.4% 5.6%

ー 学生確保（資料） ー 12 ー


	資料１ 令和５年度 東京学芸大学 教員養成課程 組織再編について
	資料２ 学校教育系過去５年の志願倍率等の推移
	資料３ 学校教育系一般選抜による入学者の出身都道府県別分布（H29～R3）
	資料４ 東京都、南関東（東京都、埼玉県、神奈川県、千葉県）及び全国の１８歳人口の推計
	資料５ （学校教育系）H27.3卒～R2.3卒教員就職者数と教員就職率
	資料６ H28.3卒～R2.3卒の学校教育系の教員就職先の都道府県分布
	資料７ 東京都の児童・生徒数及び退職教員数の推計
	資料８ 東京都公立小中学校教員年齢構成
	資料９ 教員需要予測（公立小中学校）
	資料１０ 教員需要の動向及び教員に求める資質に関する調査について



